
１　事業の成果

２　事業の実施に関する事項

（１）　特定非営利活動に係る事業

実施 支出額

日時 (千円)

主として航空機を利用し、沖
縄県離島、過疎地等、救急医
療を必要とする人々に対して
これを無償で行う。

通年 46,108

MESH活動を市町村や企業と
タイアップし、各種イベントに
おいて会員募集活動、募金
活動を実施。インターネット等
も活用

通年 0

ＩＣＴ技術を活用した健康管理ｼｽﾃﾑ
やGPS位置情報取得ｼｽﾃﾑなどを用
いて、沖縄北部離島地域を中心とし
た地域住民が安心して元気で暮らせ
る環境づくりを行う。

通年 15,900
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平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

沖縄県民、来
沖商用者、観
光客

範囲及び人数

受益対象者の実施
事業内容

MESH事業支援
募金活動

MESH事業 沖縄全島

定款の 従事者の

事業名 場所 人数

沖縄県民、来
沖商用者、観
光客

地域医療支援ボラン
ティア活動の普及、
啓発

地域災害ボランティア
活動の普及、啓発

沖縄全島

僻地・離島住民に対
する医療支援

沖縄全島 沖縄県民

平成25年12月27日から平成29年3月31日の間、北部振興事業による多目的ヘリ運航補助支援事業の事業化に

伴い、当法人が設立時より取り組んでいた救急搬送に加え、僻地・離島への専門医や代診医の派遣、災害時の医

療支援、遭難・海上事故時の捜索などの多目的な活動を実施しました。

本事業は僻地・離島の医療環境改善に寄与する新たな成果を残しました。しかし、補助費は事業費の一部の補助

であったため、エンジンの交換など、機体維持に要する支出が発生し、かつ、補助にて賄われていた搭乗医師等の

人件費が組成ができなくなったため、平成29年4月1日から救急ヘリの運航を休止しました。

今年度は運航の再開に向け、北部広域市町村圏事務組合への補助の要請を行ってまいりましたが、進展はなく、

平成30年3月8日より救急救命士を活用した新たな形態にて運航を再開。また平成27年度から開始して飛行機での

帰島搬送は継続し、離島住民の負担軽減に貢献しました。

啓蒙活動については、県内テレビ局の協力を仰ぎ、救急ヘリ運航再開に向けた現状を報道していただくとともに、

救急ヘリの運航再開に向け、職員総出で街頭募金に取り組みました。

次年度は、沖縄県にて消防防災ヘリコプターの導入に向けた動きが促進するため、これに伴う航空医療の環境変

化が予想されます。沖縄県全域の流れを注視し、地域に必要とされる活動と体制構築に取組んでまいります。



（２）　その他の事業

実施 支出額

日時 (千円)

主として航空機を利用
した救急医療事業の
調査・研究及び情報
提供

その他上記に付帯す
る支援、企画、運営、
コンサルティング事業

定款の
事業内容

実施 従事者の 受益対象者の

事業名 場所 人数 範囲及び人数

MESHブランド、サブブ
ランド開発、商品企
画、販売

会員等の親睦を図る
事業

各種イベント企画、運
営

建築設計及び監理の
請負



（単位：円）

現金 86,070 短期借入金 45,205,000

預金 31,953,049 未払金 350,658

商品券 275,341 預り金 1,306,043

仮払金 562,280

46,861,701

32,876,740 46,861,701

（１）有形固定資産

建物附属設備 64,501

車両運搬具 1

航空機 8,208,533

工具器具備品 1,000,201

（２）無形固定資産 0 2,787,717

（３）投資その他の資産 2,052,558

差入保証金 9,552,000

18,825,236 4,840,275

51,701,976 51,701,976

平成３０年３月３１日現在
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科 目 金 額

１．流動資産

Ⅰ　資産の部

１．流動負債

Ⅱ　負債の部

負債及び正味財産合計

正味財産合計

流動負債合計

負債合計

資産合計

固定資産合計

２．固定資産

流動資産合計

Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産




